
この補助事業は、隠岐海上交通総合連携協議会（以下「隠岐協議会」という。）が、旅客船等の多様な事

業の具体化のために必要となる事業を実施することにより、地域の創意工夫ある自主的な取組を促進

し、地域公共交通の活性化及び再生を図ることを目的として、地域公共交通活性化・再生総合事業を

事業費 126,390,000円（国庫補助金 63,195,000円）で実施したものである。そして、隠岐協議会は、同事

業の一環として、隠岐諸島と本土との間に就航している超高速船の改良工事を行う超高速船特別整備

事業を事業費 116,550,000円（うち消費税相当額 5,550,000円）で実施し、同額を国庫補助対象事業費と

していた。

補助対象事業者が、消費税法（昭和 63年法律第 108号）上の事業者である場合においては、国庫補助対

象事業費により資産の譲渡等を受け、消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）を負担しても、当該補助

対象事業者の消費税納付税額の計算上、課税売上高に対する消費税額から課税仕入れに係る消費税額

として控除（以下、この控除を「仕入税額控除」という。）の対象となるときは、当該補助対象事業者は実

質的に消費税を負担しないこととなる。

このため、地域公共交通活性化・再生総合事業費補助金交付要綱（平成 20年国総計第 100号）による

と、国庫補助対象事業費に係る消費税のうち、仕入税額控除の対象となる消費税相当額については、

補助の対象としないこととされている。

前記超高速船の改良工事は、隠岐協議会、同協議会の構成員である株式会社隠岐振興（以下「会社」と

いう。）及び改良工事を行う造船所の三者の間で締結した契約に基づいて実施されたものである。そし

て、同契約によると、会社が造船所に工事費の全額を支払い、隠岐協議会はその 2分の 1に相当する

額を会社に支払うこととされている。

しかし、会社は消費税法上の事業者に該当し、会社から造船所への支払に係る消費税相当額は、そ

の全額が仕入税額控除の対象となることから、本件工事費に係る消費税相当額は補助対象外となるの

に、隠岐協議会が、国庫補助対象事業費の算定に当たり、消費税相当額を控除していなかったのは適

切とは認められない。

したがって、消費税相当額を控除して適正な国庫補助対象事業費を算定すると 111,000,000円となる

ことから、前記の国庫補助対象事業費 116,550,000円は 5,550,000円過大となっており、これに係る国

庫補助金相当額 2,775,000円が不当と認められる。

このような事態が生じていたのは、隠岐協議会において、補助事業に係る消費税相当額の取扱いに

関する認識が十分でなかったこと、国土交通本省及び中国運輸局において実績報告書等の審査が十分

でなかったことによると認められる。

（ 2） 工事の設計が適切でなかったもの 7件 不当と認める国庫補助金 154,469,716円

落橋防止システムの設計が適切でなかったもの

（ 1件 不当と認める国庫補助金 114,091,500円）

部 局 等 補助事業者
等
（事業主体）

補助事業
等

年 度 事 業 費
�国庫補�
�助対象�
�事業費�

左に対す
る国庫補
助金等交
付額

不当と認
める事業
費
�国庫補�
�助対象�
�事業費�

不当と認
める国庫
補助金等
相当額

千円 千円 千円 千円

（363）大 阪 府 大 阪 府 住宅市街
地基盤整
備、河川
総合開発

18～22 1,086,892
（1,059,975）

568,611 208,772
（208,772）

114,091
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この補助事業は、大阪府が、茨木市安威地内において、橋りょう（上下線完成後の道路中心におけ

る橋長 46.0m、幅員 22.8m～24.5m）を新設するため、下部工として逆 T式橋台 2基の築造等を、下り

線の上部工として鋼単純合成桁の製作・架設等をそれぞれ実施したものである。そして、上部工につ

いては、上り線と下り線で分離した構造となっていて、本件工事においては、下り線の上部工（ 2車線

分）を上り線に先行して架設し、これを上り下りで 1車線ずつ供用することとしている。また、この下

り線の道路中心における橋長は 50.3mとなっており、終点側の橋台において、橋軸と支承の中心線と

のなす角（以下「斜角」という。）が 49.5度の斜橋となっている（参考図参照）。

本件橋りょうの設計は、「道路橋示方書・同解説」（社団法人日本道路協会編。以下「示方書」という。）等

に基づいて行われている。そして、示方書によると、設計で想定されない地震動が作用するなどした

場合でも上部構造の落下を防止することができるように、落橋防止システムを設けることとされてい

る。この落橋防止システムの構成は、落橋防止構造、桁かかり長
（注 1）

、変位制限構造
（注 2）

等の中から、橋りょ

うの形式、地盤条件等に応じて適切に選定することとされている。

このうち落橋防止構造は、両端の橋台が�種地盤
（注 3）

に支持されていて上部構造の長さが 50m以下の橋

りょうについては、橋軸方向の変位が生じにくい橋りょうに該当して、その設置を省略することがで

きるとされている。ただし、所定の判定式により斜角の小さい斜橋であると判定される場合には、予

期しない大きな変位が生ずることがあるため、落橋防止構造の設置を省略してはならないとされてい

る。

また、落橋防止構造と変位制限構造の機能は異なっていて、これらを兼用すると、一方の機能の喪

失が他方の機能の喪失に結びつくため、原則として兼用してはならないとされている。

同府は、本件橋りょうについては、上下線完成後の道路中心における橋長 46.0mを基に、両端の橋

台が�種地盤に支持された長さが 50m以下の橋りょうであるとし、また、所定の判定式により斜角の

小さい斜橋であると判定したが、終点側の橋台の変位制限構造が落橋防止構造の役割を兼ねているな

どとして、落橋防止構造の設置を省略することとし、これにより施工していた。

しかし、本件橋りょうの下り線については、所定の判定式により斜角の小さい斜橋であると判定さ

れていることから、落橋防止構造の設置を省略してはならない橋であること、前記のとおり落橋防止

構造と変位制限構造を原則として兼用してはならないとされていること及び下り線の道路中心におけ

る橋長が 50.3mで 50mを超えていることから、落橋防止構造を設置する必要があったと認められるの

に、同府は、誤ってこれを省略していた。

したがって、本件橋りょうの下り線の上部工等（これらの工事費相当額 208,772,000円）は、所要の

安全度が確保されていない状態になっており、これに係る国庫補助金相当額 114,091,500円が不当と認

められる。

このような事態が生じていたのは、同府において、委託した設計業務の成果品に誤りがあったのに

これに対する検査が十分でなかったこと、示方書についての理解が十分でなかったことなどによると

認められる。

（注 1） 落橋防止構造、桁かかり長 桁と橋台の胸壁を PC鋼材で連結するなどして、上下部構造間に予

期しない大きな相対変位が生じた場合に、これが桁かかり長（桁端部から下部構造頂部縁端まで

の長さ）を超えないようにする構造
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（参 考 例）

（注 2） 変位制限構造 支承と補完し合って、上下部構造間の相対変位が大きくならないようにするため

のもので、桁と橋台をアンカーバーで連結するなどしてその相対変位を制限する構造

（参 考 例）

（注 3） �種地盤 地震による揺れの大きさは、地盤の硬さなどにより異なり、耐震設計上ではこれを考

慮する必要がある。示方書では、地盤の揺れの程度に応じて、�種地盤、�種地盤及び�種地

盤に分類している。概略の目安としては、良好な洪積地盤及び岩盤等は�種地盤に該当する。

（参 考 図）

橋りょう概念図

擁壁の設計が適切でなかったもの （ 1件 不当と認める国庫補助金 11,749,050円）
部 局 等 補助事業者

等
（事業主体）

補助事業
等

年 度 事 業 費
�国庫補�
�助対象�
	事業費


左に対す
る国庫補
助金等交
付額

不当と認
める事業
費
�国庫補�
�助対象�
	事業費


不当と認
める国庫
補助金等
相当額

千円 千円 千円 千円

（364）静 岡 県 静 岡 県 地 域 自
立・活性
化交付金

19、20 111,729
（111,729）

50,278 26,109
（26,109）

11,749
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